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博士論文 
『換価権としての抵当権』 
古積健三郎 
 
要約 
 
１ 本論文の目的は、日本民法の抵当権の性質に関する従前の支配的見解、すなわち、抵
当権を目的不動産の交換価値を支配する価値権として位置づける理論の限界を示し、むし
ろ、日本民法の解釈論としては、抵当権の本質をその換価権能に求めるべきであり、その
ことによってこそ、現在の判例が容認している、抵当権の占有・収益に対する効力を理論
的に明快に基礎づけうることを明らかにする点にある。また、あわせて、抵当権の効力に
関するいくつかの諸問題について検討を加え、筆者の理論の実際上の意義を示すことにも
そのねらいがある。 
 
２ 第 1 部「換価権としての抵当権―占有および収益の権利に対する関係―」においては、
我が国の支配的見解、すなわち価値権理論に影響を及ぼしたドイツ法の学説の全体像、さ
らには、我が国の抵当権の立法に関する沿革、およびその後の学説の議論の経過を見たう
えで、抵当権の本質を換価権能に求めるべきことを論じつつ、最後に、そのことと抵当権
の占有・収益に対する効力との関係を明らかにしている。 
まず、第 1 章「19 世紀のドイツにおける担保権の性質論」では、19 世紀のドイツ普通法
学説による担保権（Pfandrecht）の性質に関する議論、また、ドイツ固有法（ゲルマン法）
における担保権の性質に関する議論を見たうえで、近代ドイツ法においては担保権の性質
に関してどのような議論が展開されたのかを描写した。すなわち、普通法学説においては、
一部には担保権を債権的権利として捉える見解（Büchel など）があったものの、支配的見
解はこれを目的物の売却権能を包含する物権とみて、担保権の実行段階には占有権原や利
用権への干渉も認めていた（Dernburg など）。ただ、担保権が金銭的満足を目的とする点
で、これを価値に対する権利として位置づける諸説も有力であったが（Sohm や Bremer）、
これらの見解も、担保権の客体を価値そのものとしていたわけではなく、担保権の物権と
しての性質を容認し、目的物の換価権能を重視するものであった。そして、そこでの価値
権という概念は、担保権の権能を言い表すというより、共通した目的を持つ権利群を包含
するカテゴリーとしての意味を強く持っていた。しかも、本来的に人の主観的判断によっ
て定まる価値自体を支配権の対象、すなわち客観的存在と位置づけることの矛盾は、Exner
によって指摘されていた。このことから、我が国の一般的見解が、ドイツ法理論において
は担保権の客体があたかも価値それ自体と解されていたかのように説いていた点には、大
きな疑問が生ずることになる。他方で、ドイツ固有法においては、担保権者が占有を直ち
に取得する古質から、占有を取得しない新質への変遷があり、しかも、ローマ法の担保権
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とは異なり、担保権者の権利行使はあくまで裁判所による監督の下に置かれていたため、
一部にはその物権的性質を否定する見解もあった（Meibom）。しかし、一般的見解は、第
三者に対する優先的効力等にかんがみ、これをやはり物権として位置づけていた（Albrecht、
Beseler など）。そして、近代ドイツ法においては、強制執行の原則がとられていることと
の関係で、Sohm のように、担保権の無力を語り、その物権的性質を否定する見解もあった
ものの、たとえローマ法におけるような占有権原を包含するものではなくとも、担保権の
換価権能にその物権的性質を見出す立場が支配的であった（Kohler など）。 
第２章「ドイツ民法典の制定と担保権の性質論」においては、普通法学説における担保
権の性質論や、近代ドイツ法における担保権の性質論を受けて、ドイツ民法典（ＢＧＢ）
においては担保権の性質がどのように位置づけられるに至ったのかを明らかにしている。
すなわち、ドイツ民法典制定過程においては、強制執行手続の導入によって占有権原が否
定された担保権の性質をどのように捉えるかについては議論があったものの、立法者は抵
当権を含む不動産担保権（Grundpfandrecht）を基本的には物権として位置づける立場を
とるに至った。ただし、民法典制定直後にはなお、担保権の性質に関して目的物の所有者
が債務を負担するといった法理論も主張されていた（Gierke らの「債務と責任」の理論や、
Fuchs らの Realobligation の理論）。また、物的負担（Reallast）等他の権利も含めて、抵
当権や土地債務を価値権という権利のカテゴリーに位置づける見解も主張された（Kohler）。
しかし、これらの議論には多分に抵当権や土地債務の体系的整理の意味が強く、ドイツ民
法典では抵当権等が物権として規定されたため、担保権の性質についてかつてのような活
発な議論はなされなくなり、現在では、不動産担保権の本質をその換価権能に求め、かか
る権能には売却のみならず収益も包含されると理解されるようになっている。なお、かつ
て Sohm が主張したように、強制執行の原則との関係で抵当権等の物権としての性質を否
定する説も見られたが、これは異説にとどまっている。 
第１章、第２章の検討によって明らかになったことは、従来、あたかもドイツ法理論が
抵当権を交換価値を支配する権利と位置づけるものと理解されてきたところ、それはドイ
ツ法の一面しか捉えない考え方であり、むしろ、ドイツ法では、他の物権とは異なる特性
がありつつも、担保権も換価という権能を特徴とした物権であるという見解が支配的であ
ったということであり、また、権利行使の段階においては必ずしもその占有権原は否定さ
れないということである。したがって、日本法においても、ローマ法と同じく、抵当権の
権利内容は目的物からの優先的満足という点にある以上、解釈論としてその換価権能ない
し物権的性質、占有・収益に対する効力は十分に認められる可能性がある。もっとも、ド
イツ法では抵当権に強制執行の手続が導入されるに伴いその占有権原が否定されたことに
かんがみ、問われるべき重要な論点は、我が国において抵当権実行の手続についてどのよ
うな法制が導入されるに至ったのかである。 
そこで、第３章「日本法における抵当権の性質」においては、我が国における抵当権に
関する立法の沿革、とりわけ抵当権実行の手続に関してどのような立法的決定がされたの
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かを検討するとともに、抵当権の性質に関する学説上の議論を鳥瞰した。その結果、次の
ような点が明らかとなった。すなわち、民法典制定においては、抵当権の占有・収益に対
する効力が完全に否定されていたわけではなく、価値権理論が支配的になる以前には、学
説もその物権性を基本的に容認していた。そして、日本の法制においては、ドイツ法とは
異なり、抵当権については強制執行手続が導入されず、この点ではむしろ、ローマ法にお
けるような占有権原が十分に認められる余地があった。それにもかかわらず、我妻博士が、
抵当権をもっぱら交換価値を支配する権利として位置づけ、占有・利用権に対する効力を
否定したことは、その理想とする抵当権像（既存の利用関係・事業体を存続させつつ抵当
権者の満足を図るという視点）が立法論としては傾聴に値するとしても、日本民法の抵当
権の解釈論としては適切といえない。確かに、所有者の使用・収益に対する干渉を制限し
つつ、抵当権者の優先的満足を図るという政策的判断には一定の合理性が認められるが、
もともと民法典が規定した抵当権は物に対する支配を前提にしたものである。また、占有
に対する干渉を完全に排除することが抵当権者の優先的満足の妨げになることは、近時の
紛争から明らかであり、現状における政策的判断としても、抵当権の占有に対する効力を
否定するのは適切ではない。もちろん、日本法においても、民事執行法の制定によって、
担保権の実行も一般の強制執行に近づけられたが、なお、それ自体別個の手続として規定
されている以上、抵当権実行段階における占有権原は、法定の手続との抵触がない範囲で
十分に認められる。 
このような分析から、第３章においては、日本法における抵当権の本質も目的物の換価
権能にあると見るべきであり、その具体的効力として、実行段階における占有権原、収益
からの満足が認められるという結論に至った。 
最後に、第４章「個別問題に関する解釈論」においては、第３章で示した私見を前提に
した場合に、抵当権者に基づく目的不動産の占有者に対する明渡請求や、賃料債権に対す
る物上代位、さらには担保不動産収益執行をどのように理論的に基礎づけうるかを示して
いる。ここでは次の点を明らかにした。従前の理論は、抵当権が目的物の交換価値を支配
するという命題を維持しつつ、様々な構成を試みて、明渡請求や賃料債権に対する物上代
位を容認してきたが、そこで容認されている結論を交換価値支配という理論から端的に導
くことは困難であり、かえって、交換価値支配という命題が独り歩きすれば、抵当権者に
過大な権限をも容認しかねない危険がある（抵当権の実行前の段階における占有・利用へ
の干渉の可能性）。そもそも、抵当権ないし支配権の対象を価値自体とするならば、その価
値の具体的内実を明らかにする必要があるはずであるが、従来の見解はこのこと自体を等
閑視してきたきらいがある。むしろ、ドイツの学説において問題とされたように、本来的
に人の主観的判断の中にある価値を支配権の対象に取り込むことはできないだろう。そし
て、大多数の見解が抵当権の占有・収益に対する効力として容認してきたのは、おおむね、
抵当権実行段階以降における占有者に対する明渡請求や、抵当権実行段階以降において生
ずる賃料に対する権利行使であった。それが妥当なものと考えられてきたのは、つまると
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ころ、これらが、抵当権の実行、すなわち換価権の行使による効果として正当化されうる
からである。逆に言えば、換価権の行使によって抵当権者は占有権原を有し、収益から満
足することもできるという観点からこそ、一般に妥当と考えられている結論を明快に導く
ことができるのである。これに関連して、賃料債権に対する物上代位は、他の物上代位と
は異なり、抵当権の収益に対する本来的効力の問題として位置づける必要もある。 
以上のように、第 1 部においては、抵当権を交換価値支配権として位置づけることの限
界を示しつつ、その本質をむしろ換価権能に求めることによって、現行法において容認さ
れている抵当権の占有や収益に対する効力を明快に基礎づけうることを論じた。 
 
３ 第２部「抵当権をめぐる諸問題」では、抵当権の占有や収益に対する効力以外の各論
的問題について、第１部で示した総論的考察を前提にしながら、具体的にどのような解釈
論的帰結が導かれるのかを明らかにすべく、三つの問題を個別に検討している。 
第１章「物上代位の法的性質と差押え」では、物上代位全般とそこにおいて要求される
差押えの趣旨について検討した。従来の価値権理論は、民法 372 条ないし 304 条を、すべ
て交換価値支配という観点をもって説明しようとしていたが、旧民法から現行民法へと移
行する立法過程を丁寧に参照すると、そのような一元的説明にはもともと無理があり、む
しろ、現行法は、本来は滅失を想定して設けられていた物上代位の規定を、賃貸、売買に
もその異同を十分に考慮することなく不当に拡張したことが分かる。筆者は、このことを
考慮しつつ、もともと旧民法では、物上代位が担保権の目的物に対する効力が消滅した場
合における代替財産への効力の移行として捉えられていた点にかんがみ、とりわけ、抵当
権に関しては、物上代位の射程は滅失とこれに準ずるケースに限定すべき旨を主張した。
また、滅失においても、不法行為による損害賠償債権と保険金債権とではその意味合いを
区別すべきこと、さらに、それとの関係で、抵当権者に要求される差押えの意義もそれぞ
れにおいて個別に判断されるべきことも論じた。具体的には、代位の対象が損害賠償債権
である場合には、差押えを要する趣旨を第三債務者の保護に求めつつ、保険金債権が問題
となる場合には、従前の判例がとっていた優先権保全説を支持する立場をとった。それは、
損害賠償債権は目的物の代替財産と捉えることができるのに対し、保険金債権は必ずしも
そうとは言い切れないからである。それゆえ、最終的には、立法論として、現行法のよう
な一元的規定は改め、賃貸のケースは抵当権の本来的効力の中に位置づける一方で、売買
のケースついては規定を削除すべき旨も述べている。 
第２章「土地および建物の共同抵当と法定地上権」では、土地および建物の共同抵当に
おいて建物が再築された場合に法定地上権が成立するか否かという問題を検討した。この
問題は、平成９年の最高裁判例が現れるまでに激しく議論されたものである。これについ
ては、主に、抵当権の価値把握は土地、建物各々において個別に検討されるべきという見
解（個別価値考慮説）と、抵当権の価値把握は土地建物全体において検討されるべきとす
る見解（全体価値考慮説）が主張され、前者は原則として法定地上権を肯定し、後者は原
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則として法定地上権を否定していた。ただ、抵当権設定当事者の利害状況にかんがみると、
共同抵当における再築の場合には法定地上権を否定するのが穏当であり、最高裁も後者の
立場をとるに至った。しかし、問題は、かかる結論が価値把握という観点から明快に導か
れるのかという点である。筆者は、そのような法的構成の限界を指摘しつつ、この問題に
おいては、むしろ端的に、法定地上権の根拠とされる、建物保護の要請および当事者の合
理的意思という観点を前面に出し、この二点を精緻に検討することこそが肝要であるとの
立場をとった。すなわち、ここでも価値把握という観点が、具体的な解釈論的帰結にとっ
てあまり有用性を持たないことを明確にしようとした。 
第３章「時効による抵当権の消滅について」では、抵当権の時効消滅に関する民法 396
条・397 条の意義について検討を加えた。この二つの条項に関しては、判例と学説との間で
大きく理解が分かれている。その背景には、そもそも被担保債権から独立した抵当権の消
滅時効を容認するか否かに関しての争いがある。ところが、これらの条項の沿革について
は、従来は簡単な紹介がなされているものの、徹底した検討が加えられていない状況にあ
った。そこで、筆者は、これらの条項が、旧民法ないしはフランス民法、さらにはローマ
法に遡ることを指摘しつつ、とりわけ、ローマ法に関してはドイツ普通法学説を参照し、
ローマ法では、被担保債権から独立した抵当権の消滅時効は認められていなかったが、た
だ、抵当権の公示が不徹底であったために、善意の第三取得者を保護するための規律が設
けられていたことを明らかにした。そのうえで、筆者は、ローマ法の時代とは異なり、現
行法においては抵当権について登記による公示が整備されていることを考慮し、396条・397
条の解釈論としては、被担保債権から独立した抵当権自体の消滅時効は否定したうえで、
第三取得者への 397 条の適用を否定すべき旨を主張している。究極的には、筆者はこの解
釈に相応する法改正が望ましいとも考えている。なお、この問題に関しても、一部には抵
当権の価値支配という観点から解釈論を展開する見解が存在していたが、上記のような立
法の沿革にかんがみ、そのような命題には格別の有用性がないことも示すことができたと
いえよう。 
以上 
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Jan Wilhelm, Sachenrecht,3.Aufl.,2007 
Bernhard Windscheid, Lehrbuch des Pandektenrechts, Bd.1, 6.Aufl.,1887 
Derselbe, Lehrbuch des Pandektenrechts,Bd.1,7.Aufl.,1891 
Ernst Wolf, Lehrbuch des Sachenrechts,2.Aufl.,1979 
Manfred Wolf, Sachenrecht,22.Aufl.,2006 
Martin Wolff, Lehrbuch des Bürgerlichen Rechts,Bd.3: Das Sachenrecht,9.Aufl.,1932 
Wolff/Ludwig Raiser, Sachenrecht,10.Aufl.,1957 
 
（コンメンタール） 
Johannes Biermann, Das Sachenrecht des Bürgerlichen Gesetzbuchs,2.Aufl.,1903 
Ludwig Kuhlenbeck, Das Bürgerliche Gesetzbuch für das Deutsche Reich nebst dem 
Einführungsgesetze,Bd.2,2.Aufl.,1903 
Münchener Kommentar zum Bürgerlichen Gesetzbuch,Bd.6,4.Aufl.,2004,§1123[Dieter 
Eickmann] 
Planck/O. Strecker, Kommentar zum Bürgerlichen Gesetzbuch nebst 
Einführungsgesetz,Bd.3,4.Aufl.,1920,Vorbem. vor §1113 
Soergel/Siebert/Horst Konzen ,Bürgerliches Gesetzbuch mit Einführungsgesetz und 
Nebengesetzen,Bd.16,13.Aufl.,2001,Vor §1113 
Staudinger/Karl Kober, Kommetar zum Bürgerlichen Gesetzbuch und dem 
Einführungsgesetze,Bd.3,Teil 2,9.Aufl.,1926,§1147 
Staudinger/Hans Wolfsteiner, Kommentar zum Bürgerlichen Gesetzbuch mit 
Einführungsgesetz und Nebengesetzen,13.Aufl.,2002,Einl. zu §§1113ff,§1123 
 
（研究書） 
Wilhelm Eduard Albrecht, Die Gewere als Grundlage des ältern deutschen 
Sachenrechts,1828 
Karl von Amira, Nordgermanisches Obligationenrecht,Bd.1,Altschwedisches 
Obligationenrecht,1882 
Johann Jakob Bachofen, Das Römische Pfandrecht,1847 
F. P. Bremer, Das Pfandrecht und die Pfandobjekte: Eine dogmatische Untersuchung 
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auf Grundlage des gemeinen Rechts,1867 
Derselbe, Hypothek und Grundschuld: Eine dogmatische Untersuchung mit kritischer 
Berücksichtigung des Preußischen Gesetzentwurfs,1869 
Konrad Büchel, Ueber die Natur des Pfandrechts,1833 
J. Christiansen, Institutionen des Römischen Rechts oder erste Einleitung in das 
Studium des Römischen Privatrechts,1843 
Heinrich Dernburg, Das Pfandrecht nach den Grundsätzen des heutigen römischen 
Rechts,Bd.1,1860,Bd.2,1864 
Derselbe, Das Preußische Hypothekenrecht,Abt.2,1891 
Adolf Exner, Kritik des Pfandrechtsbegriffes nach römischem Recht,1873 
Derselbe, Das Oestreichische Hypothekenrecht,Abt.1,1876 
Eugen Fuchs, Das Wesen der Dinglichkeit: Ein Beitrag zur allgemeinen Rechtslehre 
und zur Kritik des Entwurfs eines bürgerlichen Gesetzbuches für das Deutsche 
Reich,1889 
Derselbe, Grundbegriffe des Sachenrechts,1917 
Otto von Gierke, Schuld und Haftung im älteren deutschen Recht insbesondere die 
Form der Schuld- und Haftungsgeschäfte,1910 
Wilhelm Hameaux, Die Usucapio und longi temporis Praescriptio,1835 
Hans Christoph Hirsch, Die Übertragung der Rechtsausübung: Vervielfältigung der 
Rechte,Teil.1,1910 
Christian Friedrich Koch, Anleitung zur Preußischen Prozeßpraxis mit Beispielen, 
Teil 1,1860 
Josef Kohler, Pfandrechtliche Forschungen,1882 
Derselbe, Recht und Persönlichkeit in der Kultur der Gegenwart,1914 
Viktor von Meibom, Das deutsche Pfandrecht,1867 
Derselbe, Das Mecklenburgische Hypothekenrecht,1871 
Wolfgang Mincke, Die Akzessorietät des Pfandrechts: Eine Untersuchung zur 
Pfandrechtskonstruktion in Theorie und Gesetzbebung des 19. Jahrhunderts,1987 
Christian Friedrich Mühlenbruch, Die Lehre von der Cession der Forderungsrechte 
nach den Grundsätzen des Römischen Rechts,3.Aufl.,1836 
Arthur Nußbaum, Lehrbuch des Deutschen Hypothekenwesens nebst einer Einführung 
in das allgemeine Grundbuchrecht,2.Aufl.,1921 
Hermann Oberneck, Das Hypothekenrecht des Bürgerlichen Gesetzbuchs,1897 
Paul Puntschart, Schuldvertrag und Treugelöbnis des Sachsischen Rechts im 
Mittelalter: Ein Beitrag zur Grundauffassung der altdeutschen Obligation,1896 
Derselbe, Der Grundschuldbegriff des Deutschen Reichsrechtes in Gesetz und 
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Literatur,1900 
Ferdinand Regelsberger, Das Bayerische Hypothekenrecht,Abth.1,1874 
R. Römer, Das Württembergische Unterpfandsrecht,1876 
Friedrich Carl von Savigny, Das Recht des Besitzes: Eine civilistische 
Abhandlung,5.Aufl.,1827 
Albert Schmid, Die Grundlehren der Cession, Teil 1,1863 
Ernst Freih. von Schwind, Wesen und Inhalt des Pfandrechts: Eine rechtsgeschichtliche 
und dogmatische Studie,1899 
G. Siegmann, Das Königlich Sächsische Hypothekenrecht nach dem Bürgerlichen 
Gesetzbuch für das Königreich Sachsen,1875 
Rudolph Sohm, Die Lehre vom subpignus,1864 
Karl August Dominik Unterholzner, Die Lehre von der Verjährung durch fortgesetzten 
Besitz, 1815 
Derselbe, Ausführliche Entwickelung der gesamten Verjährungslehre aus den 
gemeinen in Deutschland geltenden Rechten, Bd. 2, 1828 
 
（論文ほか） 
Otto Bähr, Die preußisichen Gesetzentwürfe über die Rechte an 
Grundvermögen,Jahrbücher für die Dogmatik des heutigen römischen und deutschen 
Privatrechts,Bd.11,1871,S.1ff. 
Aloir Brinz, Der Begriff obligatio,Zeitschrift für das privat- und öffentliche Recht der 
Gegenwart,Bd.1,1874,11ff. 
du Chesne, Wertrecht und Pfandrecht,Jherings Jahrbücher für die Dogmatik des 
bürgerlichen Rechts,Bd.76,1926,S.207ff. 
Fritz Jost, Duldung der Zwangsvollstreckung?,Jura 2001,S.153f. 
Ulrich von Lübtow, Die Struktur der Pfandrechte und Reallasten: Zugleich 
ein Beitrag zum Problem der subjektlosen Rechte,Festschrift für Heinrich 
Lehmann zum 80. Geburtstag,Bd.1,1956,S.328ff. 
Josef Kohler, Substanzrecht und Wertrecht,Archiv für die Civilistische 
Praxis,Bd.91,1901,S.155ff. 
Derselbe, Die Vollstreckungsurkunde als Verkehrsmittel,Archiv für Rechts- und 
Wirtschaftsphilosophie mit besonderer Berücksichtigung der 
Gesetzgebungsfragen,Bd.10,1917,S.386ff,Bd.11,1917,S.145ff. 
Leopold Pfaff, Zur Kritik des Pfandrechtsbegriffes,Zeitschrift für das privat- und 
öffentliche Recht der Gegenwart,Bd.1,1874,S.41ff. 
Jan Schapp, Zum Wesen des Grundpfandrechts,Freundesgabe für Alfred Söllner zum 
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60. Geburtstag,1990,S.477ff. 
K. R. Schmitthenner, Die Ersitzung der Pfandfreiheit, Archiv für practische 
Rechts-Wissenschaft aus dem Gebiete des Civilrechts, des Civilprozesses und des 
Criminalrechts,Bd.1,1852,S.92ff. 
Heinrich Siber, Zur Theorie von Schuld und Haftung nach Reichsrecht,Jherings 
Jahrbücher für die Dogmatik des bürgerlichen Rechts,Bd.50,1906,S.55ff. 
Rudolph Sohm, Ueber Natur und Geschichte der modernen Hypothek, Zeitschrift für 
das privat- und öffentliche Recht der Gegenwart,Bd.5,1878,S.1ff. 
Staub, Der Tenor im Pfandprozesse,Beiträge zur Erläuterung des Deutschen 
Rechts,Bd.27,1883,S.707ff. 
Otto Stobbe, Zur Literatur des deutschen Privatrechts ,Kritische Vierteljahresschrift 
für Gesetzgebung und Rechtswissenschaft,Bd.9,1867,S.285ff. 
 
（立法資料） 
Motive zu dem Entwurfe eines Bürgerlichen Gesetzbuches für das Deutsche 
Reich.,Bd.3,1888 
Protokolle der Kommission für die zweite Lesung des Entwurfs des Bürgerlichen 
Gesetzbuchs. Im Auftrage des Reichs-Justizamts,Bd.3,1899 
E. Hahn/B. Mugdan, Materialien zum Gesetz über die Zwangsversteigerung und die 
Zwangsverwaltung und zur Grundbuchordnung,1897 
Hans Hattenhauer, Allgemeines Landrecht für die Preußischen Staaten von 1794 
Textausgabe,1970 
Reinhold Johow, Entwurf eines bürgerlichen Gesetzbuches für das Deutsche Reich. 
Sachenrecht. Begründung,Bd.3,1880-1882 
F. Werner, Die Preussischen Grundbuch- und Hypotheken-Gesetz vom 5. Mai 1872 
nebst Materialie,Teil 1, Teil 2,1872 
 
（判例） 
RG 12.10.1901, RGZ 49,106,109 
RG 3.4.1911, RGZ 76,116 
RG 21.12.1912, RGZ 81,146 
RG 5.7.1918, RGZ 93,234,236 
RG 4.11.1921, RGZ 103,137 
 
フランス語文献 
C. Aubry et C. Rau, Cours de droit civil français d'après la méthode de Zachariæ, tome 3, 
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6e éd,1938 
G. Baudry-Lacantinerie et P. de Loynes, Traité theorique et pratique de droit civil:  
Du nantissement des privilèges & hypothèques et de l'expropriation forcée, tome 3, 
3e éd,1906 
Ambroise Colin et Henri Capitant, Cours élémentaire de droit civil français, tome 2, 
10e ed,1953 
Henri Léon et Jean Mazeaud, Leçons de droit civil, tome 3,3e éd, 1966-1969 
Marcel Planiol et Georges Ripert, Traité élémentaire de droit civil, tome 2,4e éd,1952 
M. Troplong, Le droit civil expliqué suivant l'ordre du code: Des privilèges et 
hypothèques, ou commentaire du titre 18 du livre 3 du code civil,tome 4, 2e éd,1835 
 
日本語文献 
（体系書・教科書） 
幾代通『不法行為』（筑摩書房、1977 年） 
石田文次郎『担保物権法論上巻』（有斐閣、1935 年） 
石田穣『担保物権法』（信山社、2010 年） 
井上操『民法詳解債権担保編之部下巻』（1892 年）［日本立法資料全集別巻 233（信山社、
2002 年）による］ 
岩田新『物権法概論』（同文館、1929 年） 
岩松三郎「競売法」『現代法学全集第 32 巻』（日本評論社、1930 年） 
内田貴『民法Ⅲ債権総論・担保物権［第 3 版］』（東京大学出版会、2005 年） 
梅謙次郎『民法要義巻之二』（和仏法律学校、1896 年） 
同『民法要義巻ノ二［訂正増補改版第参拾壱版］』（私立法政大学、1911 年） 
近江幸治『担保物権法』（弘文堂、1988 年） 
同『担保物権法〔新版〕』（弘文堂、1992 年） 
同『民法講義Ⅲ担保物権［第 2 版］』（成文堂、2005 年） 
大村敦志『基本民法Ⅰ総則･物権総論［第３版］』（有斐閣、2007 年） 
岡松参太郎『注釈民法理由物権編』（有斐閣、1897 年） 
小野木常「競売法」『新法学全集第 22 巻』（日本評論社、1938 年） 
加賀山茂『現代民法担保法』（信山社、2009 年） 
勝本正晃『担保物権法上巻』（有斐閣、1949 年） 
同『担保物権法下巻』（有斐閣、1949 年） 
加藤一郎『不法行為［増補版］』（有斐閣、1974 年） 
加藤雅信『新民法大系Ⅰ民法総則［第 2 版］』（有斐閣、2005 年） 
川井健『担保物権法』（青林書院、1975 年） 
川名兼四郎『物権法要論』（金刺芳流堂、1915 年） 
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北川善太郎『物権［第 3 版］』（有斐閣、2004 年） 
小池隆一『日本物権法論』（清水書店、1932 年） 
小林俊三『担保物権法』（白門堂中央書房、1934 年） 
近藤英吉『物権法論』（弘文堂書房、1934 年） 
斎藤秀夫『競売法』（有斐閣、1960 年） 
清水元『プログレッシブ民法［担保物権法］』（成文堂、2008 年） 
末弘厳太郎「債権総論」『現代法学全集第五巻』（日本評論社、1928 年） 
同「債権総論」『現代法学全集第八巻』（日本評論社、1928 年） 
鈴木禄弥『物権法講義〔改訂版〕』（創文社、1972 年） 
同『物権法講義〔四訂版〕』（創文社、1994 年） 
同『借地法上巻〔改訂版〕』（青林書院、1980 年） 
高木多喜男『担保物権法』（有斐閣、1984 年） 
同『担保物権法［第 4 版］』（有斐閣、2005 年） 
高島平蔵『物的担保論Ⅰ』（成文堂、1977 年） 
高橋眞『担保物権法［第 2 版］』（成文堂、2010 年） 
田島順『担保物権法』（弘文堂書房、1934 年） 
道垣内弘人『担保物権法』（三省堂、1990 年） 
同『担保物権法［第 3 版］』（有斐閣、2008 年） 
富井政章『民法原論第二巻物権上』（有斐閣、1906 年） 
同『民法原論第二巻物権下』（有斐閣、1914 年） 
同『民法原論第二巻（合冊）』（有斐閣、1923 年） 
中井美雄『担保物権法』（青林書院、2000 年） 
中島玉吉『民法釈義巻之二上』〔訂正 5 版〕（金刺芳流堂、1917 年） 
同『民法釈義巻之二下』（金刺芳流堂、1916 年） 
中野貞一郎『民事執行法〔増補新訂五版〕』（青林書院、2006 年） 
鳩山秀夫『担保物権法』（大正九年度東大講義、1920 年） 
同『日本民法総論［改訂合巻］』（岩波書店、1927 年） 
平野裕之『民法総合 3 担保物権法［第 2 版］』（信山社、2009 年） 
船越隆司『担保物権法［第 3 版］』（尚学社、2004 年） 
船田享二『ローマ法第二巻［改版］』（岩波書店、1969 年） 
同『ローマ法第三巻［改版］』（岩波書店、1970 年） 
星野英一『民法概論Ⅱ』（良書普及会、1976 年） 
槇悌次『担保物権法』（有斐閣、1981 年） 
松井宏興『担保物権法［補訂第 2 版］』（成文堂、2011 年） 
松尾弘＝古積健三郎『物権・担保物権法［第 2 版］』（弘文堂、2008 年） 
松岡義正『民法論物権法』（清水書店、1908 年） 
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同『民法論物権法下』（清水書店、1931 年） 
松波仁一郎＝仁保亀松＝仁井田益太郎『帝国民法正解第四巻物権』（1896 年）［日本立法資
料全集別巻 98（信山社、1997 年）による］ 
丸山英気『物権法入門』（有斐閣、1997 年） 
三瀦信三『担保物権法』（有斐閣、1915 年） 
宮城浩蔵『民法正義債権担保編巻之弐』（1890 年）［日本立法資料全集別巻 61（信山社、1995
年）による］ 
安永正昭『講義 物権・担保物権法』（有斐閣、2009 年） 
山川一陽『担保物権法［第 3 版］』（弘文堂、2011 年） 
山田晟『ドイツ法概論Ⅱ［第 3 版］』（有斐閣、1987 年） 
山野目章夫『物権法［第 5 版］』（日本評論社、2012 年） 
柚木馨『判例物権法各論』（巌松堂書店、1936 年） 
同『担保物権法』（有斐閣、1958 年） 
柚木馨＝高木多喜男『担保物権法［第三版］』（有斐閣、1982 年） 
横田秀雄『物権法』〔訂正第 7 版〕（清水書店、1909 年） 
我妻栄『担保物権法』（岩波書店、1936 年） 
同『新訂担保物権法』（岩波書店、1968 年） 
我妻栄＝有泉亨『物権法［補訂版］』（岩波書店、1983 年） 
 
（コンメンタール・解説書） 
香川保一監修『注釈民事執行法第６巻』（金融財政事情研究会、1995 年） 
田中康久『新民事執行法の解説〈増補改訂版〉』（金融財政事情研究会、1980 年） 
谷口園恵＝筒井建夫『改正担保・執行法の解説』（商事法務、2004 年） 
道垣内弘人＝山本和彦＝古賀政治＝小林明彦『新しい担保・執行制度［補訂版］』（有斐閣、
2004 年） 
東京地裁民事執行実務研究会編『民事執行法上の保全処分』（金融財政事情研究会、1993
年） 
柚木馨＝高木多喜男編『新版注釈民法（９）』（有斐閣、1998 年） 
我妻栄編『判例コンメンタールⅢ担保物権法』（日本評論社、1968 年） 
 
（研究書） 
生熊長幸『執行妨害と短期賃貸借』（有斐閣、2000 年） 
同『物上代位と収益管理』（有斐閣、2003 年） 
石田文次郎『投資抵当権の研究』（有斐閣、1932 年） 
今中利昭『動産売買先取特権に基づく物上代位論』（民事法研究会、2008 年） 
内田貴『抵当権と利用権』（有斐閣、1983 年） 
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大森忠夫『続保険契約の法的構造』（有斐閣、1956 年） 
奥田昌道『請求権概念の生成と展開』（創文社、1979 年） 
鎌田薫『民法ノート物権法①』（日本評論社、1992 年） 
清原泰司『物上代位の法理』（民事法研究会、1997 年） 
鈴木禄弥『抵当制度の研究』（一粒社、1968 年） 
高橋眞『抵当法改正と担保の法理』（成文堂、2008 年） 
竹下守夫『不動産執行法の研究』（有斐閣、1977 年） 
田中克志『抵当権効力論』（信山社、2002 年） 
椿寿夫編・別冊ＮＢＬ31 号『担保法理の現状と課題』（1995 年） 
中島玉吉『続民法論文集』（金刺芳流堂、1922 年） 
平野義太郎『民法に於けるローマ思想とゲルマン思想〔増補新版〕』（有斐閣、1970 年） 
藤原明久『ボワソナード抵当法の研究』（有斐閣、1995 年） 
松井宏興『抵当制度の基礎理論』（法律文化社、1997 年） 
松久三四彦『時効制度の構造と解釈』（有斐閣、2011 年） 
我妻栄『近代法における債権の優越的地位』（有斐閣、初出 1953 年、ＳＥ版 1986 年） 
同『民法研究Ⅱ』（有斐閣、1966 年） 
同『民法研究Ⅳ』（有斐閣、1967 年） 
同『民法研究Ⅳ－2』（有斐閣、1967 年） 
 
（論文ほか） 
赤松秀岳「『抵当権に基づく妨害排除請求』への一試論」岡山大学法学会雑誌 55 巻 3・4 号
（2006 年）585 頁以下 
淺生重機＝今井隆一「建物の建替えと法定地上権」金融法務事情 1326 号（1992 年）6 頁
以下 
新井剛「ドイツ強制管理制度と担保不動産収益執行―抵当権＝価値権論の再検討と執行妨
害排除効」私法 70 号（2008 年）193 頁以下 
生田治郎「建物の再築と法定地上権の成否」ＮＢＬ134 号（1977 年）6 頁以下 
井口博「抵当権者の短期賃借権者に対する明渡請求」判例タイムズ 705 号（1989 年）4 頁
以下 
生熊長幸「執行権と換価権 ―担保権の実行としての競売をめぐって―」岡山大学創立三
十周年記念論文集『法学と政治学の現代的展開』（有斐閣、1982 年）263 頁以下 
同「抵当権に基づく物上代位の目的物に関する若干の問題について」判例タイムズ 675 号
（1988 年）4 頁以下 
同「建物の再築と法定地上権（シンポジウム・担保権の効力と不動産執行）」民事訴訟雑誌
44 号（1998 年）123 頁以下 
同「抵当権者による明渡請求と『占有』」銀行法務 21・572 号（2000 年）11 頁以下 
15 
 
同「将来にわたる賃料債権の包括的差押え・譲渡と抵当権者による物上代位（下）―解釈
論的・立法論的提言」金融法務事情 1609 号（2001 年）23 頁以下 
同「担保不動産収益執行と民法 371 条改正および敷金返還請求権に関する若干の問題」ジ
ュリスト 1272 号（2004 年）98 頁以下 
同「抵当権に基づく不動産の明渡請求と不動産の管理占有のあり方」銀行法務 21・647 号
（2005 年）18 頁以下 
一宮なほみ「抵当権の短期賃貸借の解除請求と明渡請求（下）」判例タイムズ 693 号（1989
年）16 頁以下 
伊藤進「土地建物共同抵当における建物再築と法定地上権（上）（下）」ジュリスト 1055 号
140 頁以下、1056 号 145 頁以下（1994 年） 
同「再築建物に対する土地・建物共同抵当権と国税債権との優劣関係」ＮＢＬ546 号（1994
年）15 頁以下 
同「土地・建物共同抵当における法定地上権と租税債権」金融法務事情 1459 号（1996 年）
6 頁以下 
同「包括賃料債権譲渡後の抵当権に基づく物上代位権の行使」ＮＢＬ637 号（1998 年）8
頁以下 
伊藤眞「賃料債権に対する抵当権者の物上代位（上）（下）」金融法務事情 1251 号 6 頁以下、
1252 号 12 頁以下（1990 年） 
井上稔「担保価値の実現と法定地上権の成否」金融法務事情 1209 号（1989 年）27 頁以下 
今尾真「動産売買先取特権に基づく物上代位とその目的債権の譲渡―最高裁平成一七年二
月二二日判決をめぐって―」明治学院大学法学研究 79 号（2006 年）37 頁以下 
岩城謙二「短期賃借人に対する明渡請求―最二小判平 3・3・22 をめぐって」ＮＢＬ471 号
（1991 年）6 頁以下 
浦野雄幸「抵当権の行使と物上代位（下）」民事研修 499 号（1998 年）11 頁以下 
占部洋之「ドイツ法における抵当不動産賃料の事前処分（一）～（三・完）」大阪学院大学
法学研究 23 巻 2 号 99 頁以下、24 巻 1 号 39 頁以下、25 巻 1 号 133 頁以下（1997～1998
年） 
同「抵当権侵害に対する抵当権者の保護手段―ドイツにおける歴史的展開」大阪学院大学
通信 34 巻 8 号（2003 年）53 頁以下 
遠藤浩「取得時効における占有の態様」我妻先生追悼記念『私法学の新たな展開』（有斐閣、
1975 年）157 頁以下 
大久保邦彦「自己の物の時効取得について（二・完）」民商法雑誌 101 巻 6 号（1990 年）
782 頁以下 
大島俊之「民法 304 条の沿革―イタリア法を継受したわが民法規定―」神戸学院法学 22 巻
1 号（1992 年）１頁以下 
大西武士「抵当権者による物上代位権の行使と目的債権の譲渡」判例タイムズ 974 号（1998
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年）77 頁以下 
同「抵当権の物上代位権による配当要求」銀行法務 21・584 号（2000 年）24 頁以下 
甲斐道太郎「併用賃借権の効力」法律時報 63 巻 6 号（1991 年）16 頁以下 
加賀山茂「『債権に付与された優先弁済権』としての担保物権―債権以外に別個の担保物権
が存在するわけではない」國井和郎先生還暦記念『民法学の軌跡と展望』（日本評論社、
2002 年）291 頁以下 
梶山玉香「抵当権の実行と民事執行法改正」ジュリスト 1115 号（1997 年）141 頁以下 
同「抵当物件の使用収益について」同志社法学 54 巻 3 号（2002 年）223 頁以下 
同「抵当権者による物件管理について」同志社法学 57 巻 6 号（2006 年）329 頁以下 
片岡義広＝小宮山澄枝「抵当権に基づく賃料に対する物上代位（下）」ＮＢＬ429 号（1989
年）24 頁以下 
角紀代恵「抵当権の消滅と時効」民事研修 595 号（2006 年）13 頁以下 
鎌田薫「賃料債権に対する抵当権者の物上代位」石田喜久夫・西原道雄・高木多喜男先生
還暦記念論文集『金融法の課題と展望（下）』（日本評論社、1990 年）25 頁以下 
同「抵当権の侵害と明渡請求」高島平蔵教授古稀記念『民法学の新たな展開』（成文堂、1993
年）263 頁以下 
同「抵当権の効力―『価値権』論の意義と限界―」司法研修所論集 91 号（1994 年）1 頁以
下 
同「物上代位」山田卓生ほか『分析と展開 民法Ⅰ［第 3 版］』（弘文堂、2004 年）285 頁
以下 
川地宏行「動産売買先取特権に基づく物上代位と債権譲渡の優劣」名古屋大学法政論集 227
号（2008 年）311 頁以下 
雉本朗造「競売法ニ依ル競売ノ性質及ヒ競売開始ノ効力」京都法学会誌 8 巻 8 号（1913 年）
90 頁以下 
清原泰司「動産売買先取特権の物上代位権行使と代位目的債権譲渡の優劣」南山法学 29 巻
2 号（2006 年）1 頁以下 
草野元己「抵当権と時効」玉田弘毅先生古稀記念『現代民法学の諸問題』（信山社、1998
年）45 頁以下 
工藤祐巌「短期賃貸借保護制度の見直しについて」法律時報 74 巻 8 号（2002 年）31 頁以
下 
栗田隆「抵当権者の損害賠償請求権と所有者の損害賠償請求権―不真正連帯債権か物上代
位か―」関西大学法学論集 42 巻 3＝4 号（1992 年）511 頁以下 
高頭宏信「民法 397 条論に関する一考察 ―第三取得者に適用することの可否―」中央学
院大学商経論叢 1 巻 1 号（1986 年）61 頁以下 
古賀政治＝今井和男「賃料の物上代位と賃料債権の譲渡」金融法務事情 1439 号（1996 年）
73 頁以下 
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小杉茂雄「抵当権に基づく物権的請求権の再構成（二・完）」西南学院大学法学論集 14 巻 2
号（1981 年）141 頁以下 
古積健三郎「将来の賃料債権の包括的譲渡と抵当権における物上代位の衝突」筑波法政 23
号（1997 年）127 頁以下 
同「抵当権の物上代位に基づく賃料債権の差押え」筑波法政 26 号（1999 年）1 頁以下 
同「抵当権の物上代位と差押え―滅失と売却の場合―」法学新報 108 巻 5＝6 号（2001 年）
23 頁以下 
同「抵当権による収益管理制度と賃料債権への物上代位」法律時報 74 巻 8 号（2002 年）
37 頁以下 
同「抵当権の賃料債権に対する物上代位と差押え―判例の整合性」みんけん 559 号（2003
年）3 頁以下 
同「物上代位規定をどう見直すか」椿寿夫ほか編『法律時報増刊・民法改正を考える』（2008
年）159 頁以下 
小林明彦「再築建物のための法定地上権」金融法務事情 1343 号（1993 年）23 頁以下 
同「抵当権に基づく物件管理制度の創設を」銀行法務 21・577 号（2000 年）1 頁 
同「担保不動産収益執行制度の位置付けと概要」銀行法務 21・624 号（2003 年）26 頁以
下 
佐久間弘道「賃料債権の包括的譲渡と抵当権にもとづく物上代位の優劣」銀行法務 21・548
号（1998 年）4 頁以下 
同「代位請求・物上請求の構成による抵当権者の明渡請求」銀行法務 21・572 号（2000 年）
20 頁以下 
同「抵当権価値権論と抵当権による占有排除」金融法務事情 1603 号（2001 年）6 頁以下 
清水誠「抵当権の消滅と時効制度との関連について」加藤一郎編『民法学の歴史と課題』（東
京大学出版会、1982 年）165 頁以下 
白羽祐三「抵当権と物上代位」奥田昌道ほか編『民法学３』（有斐閣、1975 年）93 頁以下 
菅原胞治「抵当地上の建物再築と法定地上権（上）」手形研究 494 号（1994 年）4 頁以下 
鈴木於用「民法第三百九十七条論」正義 15 巻 3 号（1939 年）58 頁以下 
鈴木直哉「抵当権と時効制度」高島平蔵教授古稀記念『民法学の新たな展開』（成文堂、1993
年）293 頁以下 
鈴木正和「賃貸抵当不動産の賃料と物上代位（下）」債権管理 22 号（1989 年）16 頁以下 
同「抵当物件の明渡請求否定判決の問題点と実務対応」手形研究 453 号（1991 年）4 頁以
下 
須磨美博「法定地上権―実務からみた運用上の問題点とその対策」ジュリスト 1055 号（1994
年）145 頁以下 
高木多喜男「短期賃貸借をめぐる実体法上の問題点」加藤一郎＝林良平編代『担保法大系
第１巻』（金融財政事情研究会、1984 年）394 頁以下 
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同「共同抵当における最近の諸問題」金融法務事情 1349 号（1993 年）6 頁以下 
高橋智也「抵当権の物上代位に関する一考察（一）～（三・完）―フランス subraogation réelle
理論の歴史的展開からの示唆―」東京都立大学法学会雑誌 38 巻 2 号 431 頁以下、39 巻 1
号 697 頁以下、39 巻 2 号 759 頁以下（1997～1999 年） 
同「抵当権の物上代位制度の現代的位相（二・完）―抵当権の価値把握範囲に関する判例
及び学説のパラダイム転換を中心として」熊本法学 102 号（2003 年）191 頁以下 
滝澤孝臣「抵当権者による抵当不動産の不法占有者に対する明渡請求の可否」金融法務事
情 1569 号（2000 年）6 頁以下 
同「担保不動産の収益執行制度の新設による物上代位制度への影響」銀行法務 21・624 号
（2003 年）32 頁以下 
同「抵当権に基づく抵当不動産の明渡請求―判例の変遷と今後の展望」銀行法務 21・647
号（2005 年）4 頁以下 
田口勉「ドイツ普通法学における物的担保権―いわゆる典型性の観点から―」高島平蔵教
授古稀記念『民法学の新たな展開』（成文堂、1993 年）199 頁以下 
同「担保権の価値権説について―ドイツ普通法学説と石田文次郎博士を中心に―」関東学
園大学法学紀要 9 号（1994 年）173 頁以下 
田島順「抵当権者の妨害排除請求」法学論叢 31 巻 4 号（1934 年）627 頁以下 
田中克志「法定用益権の効力とその内容」加藤一郎＝林良平編代『担保法大系第１巻』（金
融財政事情研究会、1984 年）486 頁以下 
同「土地・建物の一体化と法定地上権・一括競売制度」静岡大学法政研究 2 巻 3＝4 号（1998
年）1 頁以下 
同「賃料債権に対する抵当権者の物上代位をめぐる判例理論の検討」法律時報 74 巻 2 号
（2002 年）78 頁以下 
同「民法三九六条及び同法三九七条に関する序論的考察」静岡大学法政研究 14 巻 3＝4 号
（2010 年）1 頁以下 
谷口安平「物上代位と差押」奥田昌道ほか編『民法学３』（有斐閣、1976 年）104 頁以下 
太矢一彦「抵当権の性質について―抵当権価値権論への一疑問―」獨協法学 46 号（1998
年）447 頁以下 
同「抵当権に基づく妨害排除請求」東洋法学 49 巻 2 号（2006 年）41 頁以下 
土屋潔「鈴木於用氏の『民法第三百九十七条論』を読みて卑見を述ぶ」正義 15 巻 4 号（1939
年）10 頁以下 
椿寿夫「抵当権にもとづく妨害排除請求への道―併用賃借権および短期賃貸借との関連で」
ジュリスト 963 号（1990 年）93 頁以下 
道垣内弘人「『侵害是正請求権』・『担保価値維持請求権』をめぐって――最大判平成 11・11・
24 の理論的検討」ジュリスト 1174 号（2000 年）28 頁以下 
同「時効取得が原始取得であること」法学教室 302 号（2005 年）46 頁以下 
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富井政章「物上代位ヲ論ス」法学志林 10 巻 6 号（1908 年）1 頁以下 
富川照雄「民事執行における保全処分の運用」判例タイムズ 809 号（1993 年）4 頁以下 
鳥山泰志「担保権存在条件としての『債権』（1）～（3･完）―付従性の原則の一考察」一
橋法学 3 巻 1 号 191 頁以下、2 号 551 頁以下、1013 頁以下（2004 年） 
同「抵当本質論の再考序説（1）～（6・完）」千葉大学法学論集 23 巻 4 号 1 頁以下、24 巻
1 号 1 頁以下、24 巻 2 号 1 頁以下、24 巻 3＝4 号 1 頁以下、25 巻 3 号 1 頁以下、25 巻 4
号 45 頁以下（2009～2011 年） 
中田薫「独仏中世法ニ於ケル債務ト代当責任トノ区別」法学協会雑誌 29 巻 10 号（1911 年）
1507 頁以下 
中野貞一郎「担保執行の基礎」民商法雑誌 93 巻臨時増刊号（２）『創刊五十周年記念論集
②特別法からみた民法』（1986 年）208 頁以下 
同「手続法からみた担保法の現代的課題（下）」ＮＢＬ414 号（1988 年）24 頁以下 
同「抵当権者の併用賃借権に基づく明渡請求」金融法務事情 1252 号（1990 年）6 頁以下 
西島梅治「保険金債権に対する物上代位」法政研究 23 巻 1 号（1955 年）57 頁以下 
新田宗吉「物上代位に関する一考察（三）（四）―抵当権の物上代位を中心として」明治学
院論叢法学研究 28 号（1982 年）83 頁以下、30 号（1984 年）31 頁以下 
野村秀敏「建物の再築と法定地上権の成否」金融法務事情 1340 号（1992 年）6 頁以下 
秦光昭「建物の再築等と法定地上権」手形研究 470 号（1992 年）16 頁以下 
同「目的債権の譲渡と物上代位権の行使の可否」金融法務事情 1514 号（1998 年）4 頁以
下 
林良平「担保の機能」加藤一郎＝林良平編代『担保法大系第 1 巻』（金融財政事情研究会、
1984 年）50 頁以下 
平井一雄「抵当権に基づく妨害排除請求――最大判平成 11 年 11 月 24 日について」ジュリ
スト 1189 号（2000 年）100 頁以下 
同「抵当権に基づく物上代位権行使における『差押』の意義」中京法学 40 巻 1＝2 号（2006
年）23 頁以下 
平野裕之「執行・実行妨害」ジュリスト 1223 号（2002 年）6 頁以下 
福永有利「平成 11 年大法廷判決から派生する手続問題」銀行法務 21・572 号（2000 年）
28 頁以下 
堀田親臣「抵当権に基づく物権的請求権序説（一）（二・完）―ドイツ法における抵当権保
護を中心に―」広島法学 27 巻 4 号（2004 年）111 頁以下、30 巻 3 号（2007 年）27 頁
以下 
前田直之助「大審院は法律の明文を知れりや（三・完）」法律新聞 4666 号（1941 年）3 頁
以下 
槇悌次「物上代位と差押」柚木馨ほか編『判例演習（物権法）［増補版］』（有斐閣、1973
年）208 頁以下 
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同「再築建物と法定地上権（４・完）」ＮＢＬ555 号（1994 年）32 頁以下 
同「抵当不動産の将来の賃料をめぐる譲渡と物上代位との衝突」民商法雑誌117巻2号（1997
年）185 頁以下 
増成牧「抵当権に基づく妨害的占有の排除―最高裁平成一七年三月一〇日判決の検討・考
察を中心に」神戸学院法学 35 巻 4 号（2006 年）73 頁以下 
松井宏興「法定地上権制度の基礎的検討」伊藤進教授還暦記念『民法における「責任」の
横断的考察』（第一法規、1997 年）137 頁以下 
松岡久和「物上代位権の成否と限界（1）～（3・完）」金融法務事情 1504 号 6 頁以下、1505
号 13 頁以下、1506 号 13 頁以下（1998 年） 
同「抵当目的不動産の不法占有者に対する債権者代位権による明渡請求（中）（下）」ＮＢ
Ｌ682 号 36 頁以下、683 号 37 頁以下（2000 年） 
同「抵当権の本質論について―賃料債権への物上代位を中心に―」高木多喜男先生古稀記
念『現代民法学の理論と実務の交錯』（成文堂、2001 年）3 頁以下 
同「物上代位に関する最近の判例の転換（上）」みんけん 543 号（2002 年）3 頁以下 
同「担保・執行法改正の概要と問題点（上）―担保法に関わる部分を中心に」金融法務事
情 1687 号（2003 年）18 頁以下 
松本恒雄「抵当権と利用権との調整についての一考察（一）」民商法雑誌 80 巻 3 号（1979
年）283 頁以下 
同「法定地上権と法定賃借権」米倉明ほか編『金融担保法講座Ⅰ』（筑摩書房、1985 年）
241 頁以下 
同「土地建物共同抵当と再築建物の法定地上権」金融法務事情 1387 号（1994 年）91 頁以
下 
三ヶ月章「任意競売と強制競売の再編成―抵当権の実行における債務名義の必要性をめぐ
って」小野木常・斎藤秀夫先生還暦記念『抵当権の実行（下）』（有斐閣、1972 年）1 頁
以下 
同「『任意競売』概念の終焉―強制執行制度改正の担保物権法に及ぼす影響の一考察」鈴木
竹雄先生古稀記念『現代商法学の課題（下）』（有斐閣、1975 年）1595 頁以下 
村上正敏「抵当権に基づく妨害排除請求権について」判例タイムズ 1053 号（2001 年）53
頁以下 
村田博史「法定地上権」星野英一編代『民法講座３』（有斐閣、1984 年）139 頁以下 
森田修「抵当権に基づく権原占有の排除―最一小判平成 17．3．10 を機縁として」金融法
務事情 1762 号（2006 年）18 頁以下 
山田誠一「抵当権者の物上代位と転付債権者」平井宜雄先生古稀記念『民法学における法
と政策』（有斐閣、2007 年）247 頁以下 
山野目章夫「抵当不動産を不法に占有する者に対する所有者の返還請求権を抵当権者が代
位行使することの許否―最大判平 11・11・24 をめぐって」金融法務事情 1569 号（2000
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年）46 頁以下 
同「抵当権の賃料への物上代位と賃借人による相殺（上）」ＮＢＬ713 号（2001 年）6 頁以
下 
山野目章夫＝小粥太郎「平成一五年法による改正担保物権法・逐条研究（3）―債権質・不
動産の収益に対する抵当権の効力」ＮＢＬ780 号（2004 年）46 頁以下 
山本和彦「法定地上権の濫用について」民事研修 403 号（1990 年）12 頁以下 
同「抵当権者による不法占有排除と民事執行手続―最大判平 11・11・24 の民事執行法上の
意義」金融法務事情 1569 号（2000 年）58 頁以下 
山本克己「債権執行・破産・会社更生における物上代位権者の地位（2）」金融法務事情 1456
号（1996 年）23 頁以下 
同「物上代位権の『保全』のための差押と物上代位権を被保全権利とする保全処分」米田
實先生古稀記念『現代金融取引法の諸問題』（民事法研究会、1996 年）103 頁以下 
山本弘「〈シンポジウム〉担保権の効力と不動産執行 Ⅴ 抵当権の効力と目的物件の占
有・使用」民事訴訟雑誌 44 号（1998 年）141 頁以下 
横田敏史「抵当権の価値権説再考―ゾーム・ブレーマー・コーラーの換価権および価値権
に関する見解を手がかりに」法学政治学論究 78 号（2008 年）89 頁以下 
同「抵当権の本質の意義に関する一考察―抵当権に基づく賃料債権に対する物上代位と抵
当権に基づく妨害排除請求に関する学説を手がかりとして」慶應義塾大学大学院法学研
究科論文集 49 号（2009 年）1 頁以下 
横田秀雄「物上代位ヲ論ス（其二）」国家及国家学 6 巻 9 号（1918 年）1 頁以下 
吉田克己「短期賃貸借保護制度改正の方向」ジュリスト 1223 号（2002 年）19 頁以下 
吉田光碩「詐害的短期賃貸借への対応」判例タイムズ 756 号（1991 年）97 頁以下 
同「共同抵当における建物の滅失・再築と法定地上権」判例タイムズ 842 号（1994 年）41
頁以下 
同「不動産の占有者に対し、抵当権に基づく妨害排除請求が認められた事例」判例タイム
ズ 1182 号（2005 年）116 頁以下 
吉野衛「物上代位に関する基礎的考察（上）（中）（下）」金融法務事情 968 号 6 頁以下、971
号 6 頁以下、972 号 6 頁以下（1981 年） 
同「物上代位に関する手続上の二、三の問題」加藤一郎＝林良平編代『担保法大系第 1 巻』
（金融財政事情研究会、1984 年）366 頁以下 
米倉明「売却代金債権に対する物上代位の可否―抵当権にもとづく場合―」タートンヌマ
ン 9 号（2007 年）1 頁以下 
米田秀実「建物の再築と法定地上権の成否」米田實先生古稀記念『現代金融取引法の諸問
題』（民事法研究会、1996 年）151 頁以下 
渡辺隆生「先取特権に基づく物上代位と債権譲渡の優劣」金融法務事情 1740 号（2005 年）
4 頁以下 
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（判例批評） 
荒木新五・判例タイムズ 1068 号（2001 年）86 頁以下 
有泉亨・民商法雑誌 13 巻 5 号（1941 年）103 頁以下 
生熊長幸・ジュリスト 1224 号（2002 年）72 頁以下 
同・民商法雑誌 133 巻 4・5 号（2006 年）791 頁以下 
石口修・法学新報 106 巻 11・12 号（2001 年）207 頁以下 
石田喜久夫・ジュリスト 1002 号（1992 年）64 頁以下 
伊藤進・法律時報別冊私法判例リマークス 17 号（1998 年）26 頁以下 
同・判例時報 1706 号（2000 年）185 頁以下 
上原敏夫・金融法務事情 1655 号（2002 年）6 頁以下 
内山衛次・法学教室 266 号（2002 年）144 頁以下 
占部洋之・法学教室 254 号（2001 年）114 頁以下 
遠藤歩・東京都立大学法学会雑誌 44 巻 1 号（2003 年）435 頁以下 
遠藤曜子・法律のひろば 58 巻 10 号（2005 年）57 頁以下 
近江幸治・法律時報 57 巻 9 号（1985 年）92 頁以下 
同・ジュリスト 1135 号（1998 年）64 頁以下 
大西武士・判例タイムズ 1079 号（2002 年）61 頁以下 
片岡宏一郎・手形研究 483 号（1993 年）24 頁以下 
同・金融法務事情 1650 号（2002 年）4 頁以下 
片山直也・金融法務事情 1748 号（2005 年）45 頁以下 
角紀代恵・法学教室 206 号（1997 年）98 頁以下 
清原泰司・銀行法務 21・621 号（2003 年）86 頁以下 
栗田隆・判例時報 1218 号（1987 年）177 頁以下 
同・判例時報 1485 号（1994 年）182 頁以下 
同・ジュリスト 1246 号（2003 年）129 頁以下 
来栖三郎・法学協会雑誌 59 巻 1 号（1941 年）169 頁以下 
同・法学協会雑誌 59 巻 5 号（1941 年）835 頁以下 
小磯武男・金融法務事情 1536 号（1999 年）26 頁以下 
同・金融法務事情 1633 号（2002 年）58 頁以下 
古積健三郎・法学セミナー増刊速報判例解説 12 号（2013 年）95 頁以下 
坂田宏・民商法雑誌 127 巻 2 号（2002 年)251 頁以下 
清水元・判例時報 1912 号（2006 年）190 頁以下 
下村信江・阪大法学 51 巻 5 号（2002 年）997 頁以下 
同・判例タイムズ 1197 号（2006 年）89 頁以下 
東海林邦彦・民商法雑誌 120 巻 3 号（1999 年）469 頁以下 
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杉山悦子・民事執行・保全判例百選［第２版］（2012 年）168 頁以下 
鈴木禄弥・判例タイムズ 506 号（1983 年）40 頁以下 
高木多喜男・法律時報別冊私法判例リマークス 16 号（1998 年）18 頁以下 
田高寛貴・法学教室 215 号（1998 年）106 頁以下 
同・法学セミナー573 号（2002 年）104 頁 
同・法学教室 301 号（2005 年）82 頁以下 
椿寿夫・法律時報別冊私法判例リマークス 4 号（1992 年）19 頁以下 
円谷峻・判例タイムズ 765 号（1991 年）77 頁以下 
曄道文藝・京都法学会雑誌 11 巻 6 号（1916 年）68 頁以下 
道垣内弘人・民商法雑誌 102 巻 5 号（1990 年）587 頁以下 
同・法律時報別冊私法判例リマークス 32 号（2006 年）20 頁以下 
同・法学協会雑誌 128 巻 4 号（2011 年）1096 頁以下 
並木茂・金融法務事情 1662 号 42 頁以下、1663 号 67 頁以下（2002 年～2003 年） 
野村豊弘・法学協会雑誌 87 巻 5 号（1970 年）681 頁以下 
萩澤達彦・法学教室 260 号（2002 年）130 頁以下 
同・法律時報別冊私法判例リマークス 27 号（2003 年）123 頁以下 
長谷川貞之・ジュリスト 1015 号（1993 年）278 頁以下 
鳩山秀夫・法学協会雑誌 42 巻 6 号（1924 年）162 頁以下 
原島重義・民商法雑誌 58 巻 2 号（1968 年）286 頁以下 
半田吉信・判例時報 1609 号（1997 年）182 頁以下 
平井一雄・法律時報 58 巻 7 号（1986 年）118 頁以下 
福永有利・法律時報別冊私法判例リマークス 7 号（1993 年）143 頁以下 
堀龍兒・判例タイムズ 671 号（1988 年）64 頁以下 
同・判例タイムズ 824 号（1993 年）42 頁以下 
前澤功・銀行法務 21・590 号（2001 年）56 頁以下 
牧山市治・法の支配 117 号（2000 年）65 頁以下 
升田純・金融法務事情 1524 号（1998 年）44 頁以下 
松井宏興・法律時報 67 巻 4 号（1995 年）95 頁以下 
松岡久和・民商法雑誌 120 巻 6 号（1999 年）1004 頁以下 
同・ジュリスト 1313 号（2006 年）77 頁以下 
松下淳一・民事執行・保全判例百選［第２版］（2012 年）166 頁以下 
丸山絵美子・法学セミナー607 号（2005 年）120 頁 
三瀦信三・法学志林 14 巻 8 号（1912 年）11 頁以下 
三和一博・法律時報 59 巻 2 号（1987 年）100 頁以下 
同・法律時報 61 巻 3 号（1989 年）108 頁以下 
村田博史・法学教室 207 号（1997 年）98 頁以下 
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八木一洋・ジュリスト 1174 号（2000 年）35 頁以下 
安永正昭・判例時報 1400 号（1992 年）154 頁以下 
山田誠一・金融法務事情 1492 号（1997 年）40 頁以下 
山野目章夫・判例タイムズ 713 号（1990 年）41 頁以下 
同・法律時報別冊私法判例リマークス８号（1994 年）32 頁以下 
同・金融法務事情 1396 号（1994 年）44 頁以下 
同・金融法務事情 1652 号（2002 年）41 頁以下 
同・金融法務事情 1748 号（2005 年）49 頁以下 
柚木馨・民商法雑誌 13 巻 2 号（1941 年）99 頁以下 
米村滋人・法学協会雑誌 124 巻 7 号（2007 年）1743 頁以下 
我妻栄・判例民事法昭和一三年度（1939 年）273 頁以下 
我妻学・法律時報別冊私法判例リマークス 26 号（2003 年）134 頁以下 
「抵当権者による抵当物件の占有排除に関する最大判平 11・11・24 を読んで」金融法務事
情 1566 号（1999 年）18 頁以下 
 
（シンポジウム・研究会・座談会） 
鎌田薫ほか「（特別座談会）担保・執行法制の改正と理論上の問題点」ジュリスト 1261 号
（2004 年）32 頁以下 
河野玄逸ほか「〈座談会〉抵当権者による明渡請求―最大判平成 11・11・24 をめぐって」
銀行法務 21・571 号（2000 年）4 頁以下 
小林明彦ほか「〈座談会〉再築建物のための法定地上権をめぐって」金融法務事情 1493 号
（1997 年）24 頁以下 
竹下守夫ほか『ジュリスト増刊・民事執行法セミナー』（1986 年） 
椿寿夫ほか「〈シンポジウム〉最近の担保判例とその評価（その三）」法律時報 63 巻 9 号（1991
年）54 頁以下 
中村廉平ほか「抵当権制度の現状と将来像（6）」ＮＢＬ710 号（2001 年）38 頁以下 
秦光昭ほか「（座談会）担保・執行法制の改正をめぐる諸問題」銀行法務 21・624 号（2003
年）74 頁以下 
星野英一ほか「シンポジウム・現代における担保法の諸問題」私法 45 号（1983 年） 
升田純ほか「〈座談会〉最大判平 11．11．24 と抵当制度の将来」金融法務事情 1569 号 24
頁以下 
松本財団「強制執行法案要綱案」研究会「強制執行法改正要綱と民法」ジュリスト 517 号
（1972 年）2 頁以下 
安永正昭ほか「〈座談会〉抵当権者による不法占有者の排除」ジュリスト 1174 号（2000 年）
2 頁以下 
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（最高裁判所調査官解説） 
『最高裁判所判例解説民事篇昭和 43 年度（下）』（横山長） 
『最高裁判所判例解説民事篇平成９年度（上）』（春日通良） 
『最高裁判所判例解説民事篇平成 11 年度（下）』（八木一洋） 
『最高裁判所判例解説民事篇平成 13 年度（上）』（杉原則彦） 
『最高裁判所判例解説民事篇平成 17 年度（上）』（志田原信三、戸田久） 
『最高裁判所判例解説民事篇平成 14 年度（上）』（三村晶子） 
 
（立法資料） 
平野裕之＝片山直也訳『フランス担保法改正オルドナンス（担保に関する 2006 年 3 月 23
日のオルドナンス 2006－346 号）による民法典等の改正及びその報告書』慶應法学 8 号
（2007 年）163 頁以下 
広中俊雄編著『第９回帝國議会の民法審議』（有斐閣、1986 年） 
同『民法修正案（前三編）の理由書』（有斐閣、1987 年） 
平成 14 年 3 月 19 日法制審議会担保・執行法制部会決定「担保・執行法制の見直しに関す
る要綱中間試案」ＮＢＬ734 号（2002 年）68 頁以下 
平成 15 年 2 月 5 日法制審議会総会決定「担保・執行法制の見直しに関する要綱」ＮＢＬ755
号（2003 年）74 頁 
法務省民事局参事官室「強制執行法案要綱案（第一次試案）」（1971 年 12 月）ジュリスト
517 号（1972 年）137 頁以下 
同「強制執行法案要綱案（第二次試案）」（1973 年 9 月）金融法務事情 696 号（1973 年）5
頁以下 
同「担保・執行法制の見直しに関する要綱中間試案補足説明」ＮＢＬ735 号（2002 年）8
頁以下 
法務大臣官房司法法制調査部監修『法典調査会民法議事速記録一』（商事法務研究会、1983
年） 
同『法典調査会民法議事速記録二』（商事法務研究会、1984 年） 
ボワソナード氏起稿『再閲修正民法草案註釈第三編中巻』（1883 年） 
同『再閲修正民法草案註釈第四編』（1883 年） 
ボワソナード民法典研究会編『民法理由書第 4 巻債権担保編』（雄松堂出版、2001 年） 
前田達明＝大仲有信＝高橋眞＝古積健三郎「〈史料〉先取特権（一）」民商法雑誌 119 巻 3
号（1998 年）445 頁以下 
 
※日本の裁判例については論文巻末の判例索引（342～343 頁）参照 
